第4章 　賃金　
（賃金の構成）
第1条 　賃金の構成は、次のとおりとする。　　　　　　　
　　
　　　　　　　　基本給
　　　　　　　　　　　　　　　家族手当
　　　　　　　　　　　　　　　通勤手当
賃金　　　　　 手　当　　   役付手当
　　　　　　　　　　　　　　　技能・資格手当
　　　　　　　　　　　　　　　精勤手当
　　　　　　　　　　　　　　　時間外労働割増賃金
　　　　　　　　 割増賃金　　 休日労働割増賃金
　　　　　　　　　　　　　　深夜労働割増賃金
（基本給）
第2条 　基本給は、本人の職務内容、技能、勤務成績、年齢（、経験、職務遂行能力、成果、意欲などを追加してもよい）等を考慮して各人別に決定する。
※基本給テーブルがある会社は
「基本給は、本人の職務内容、勤続年数、年齢に応じた基本給テーブルにより決定するものとする。基本給テーブルの詳細およびその運用方法については、名称（給与体系・評価制度規程）に定めるところによる。」
※固定残業代を支給するという考えが有ったとしても、基本給に固定残業代を含めるという規定は、その支払方法の有効性の争いになった場合に、認められない可能性が高いため、お勧めしません。別途「固定残業手当」等の手当で規定しておくことがよいでしょう。
※以下、各種手当については、各企業での賃金体系に基づき、必要な手当とその金額を明示していくことになります。
　手当については、こういった場合は、○円という形で、基準と金額をはっきりと定めておく方が良いと考えます。
（家族手当）
第3条 　家族手当は、次の家族を扶養している労働者に対し支給する。
　①　１８歳未満の子
　　　　１人につき　　月額　　　　　円
②　６５歳以上の父母
　　　　１人につき　　月額　　　　　円
（通勤手当）（通勤手当の不正請求は多くみられますので、支給金額の合理的な決定と確認方法を定めておくことも必要かと思われます）
第4条 　通勤手当は、住居から勤務地までの距離が２ｋｍを超える、次の各号に掲げる労働者に定めた額を支給する。
①　通勤のために交通機関を利用する労働者
　　１か月（３か月、６か月）定期代相当額を支給する。ただし、その額が○円を超える場合は○円を支給する。（非課税限度額は150,000円）
②　自家用車で通勤する労働者
　　所得税法で定める、通勤距離に応じた非課税限度額を上限とする。
　　ⅰ．通勤距離が2km以上10km未満　　 4,200円
　　ⅱ．通勤距離が10km以上15km未満　　7,100円
　　ⅲ．通勤距離が15km以上25km未満　　12,900円
　　ⅳ．通勤距離が25km以上35km未満　　18,700円
　　ⅴ．通勤距離が35km以上45km未満　　24,400円
　　ⅵ．通勤距離が45km以上55km未満　　28,000円
　　ⅶ．通勤距離が55km以上　　　　　　　31,600円
２　住居、通勤経路もしくは通勤方法を変更し、又は通勤のため負担する運賃等の額に変更が有った場合には、1週間以内に会社に届け出なければならない。この届出を怠ったとき、又は、不正の届出により通勤手当を不正に受給したときは、その全額を返還を求めるほか、懲戒処分の対象とする。また、随時、定期券の写しの提出を求める（定期券の購入時の領収書の提出を求める）こととし、その場合は労働者は速やかに提出を行うこととする。
（役付手当）（役職手当？）
第5条 　役付手当は、以下の職位にある者に対し支給する。
部長　　月額　　　　　　円
課長　　月額　　　　　　円
係長　　月額　　　　　　円
２　昇格によるときは、発令日の属する賃金月から支給する。この場合、当該賃金月においてそれまで属していた役付手当は支給しない。
３　降格によるときは、発令日の属する賃金月の次の賃金月から支給する。
※役付手当に定額残業代を含める形での支給は可能と考えます。その場合は、定額残業代に該当する、金額、何時間分の時間外に該当するかを明記しておくことが重要です。
（技能・資格手当）
第6条 　技能・資格手当は、次の資格を持ち、その職務に就く者に対し支給する。
安全・衛生管理者（安全衛生推進者を含む。）   　　月額　　　　　　円
食品衛生責任者                              　　月額　　　　　　円
調理師                                      　　月額　　　　　　円
栄養士                                      　　月額　　　　　　円
（精勤手当）
第7条 　精勤手当は、当該賃金計算期間における出勤成績により、次のとおり支給する。
1 無欠勤の場合　　　　　　　月額　　　　　　円
2 欠勤1日以内の場合　　　　月額　　　　　　円
２　前項の精勤手当の計算においては、次のいずれかに該当するときは出勤したものとみなす。
1 年次有給休暇を取得したとき
2 業務上の負傷又は疾病により療養のため休業したとき
３　第１項の精勤手当の計算に当たっては、遅刻又は早退　　回をもって、欠勤１日とみなす。
（固定残業手当）
第○条　固定残業手当は、○時間分の時間外割増賃金として支払う。実際の時間外労働時間が○時間を超えるときは、別途時間外割増賃金を支払う。
62

